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銀行業におけるデリバリーチャネル戦略の経済分析
　

竹村 敏彦∗ 　
関西大学ソシオネットワーク戦略研究センター†

　

概 要

本稿は、日本の銀行業における経営戦略と経営パフォーマンスの関係を定量的に分析するこ
とを目的としている。具体的に、銀行のデリバリーチャネルの中でも店舗戦略と ATM戦略に
焦点を当て、これらと経営パフォーマンスの関係をクロスセクション分析により明らかにしてい
る。分析の結果、地方銀行（第二地方銀行を含む）と都市銀行とを区別した場合、前者にとって
ATM戦略は有効な経営戦略になっているが、後者にとってはかならずしも有効となっていない
ことが明らかになった。また、店舗戦略に関しては、いずれの業態であっても、経営パフォーマ
ンスへの寄与はほとんどないことが明らかになった。さらに、営業展開する主要エリアの特性に
ついても分析した結果、地方銀行にのみその影響が表れることが明らかになった。
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Abstract

The purpose of this paper is quantitatively analyzing the relationships among
management strategies and management performance in Japanese banking in-
dustry. Concretely, the author focuses on branch strategy and ATM strategy
among delivery channels in the banking industry and it is clear the relationships
among the strategies and management performance by using cross section anal-
ysis. As a result, when we distinguish between the local banks including the
second local banks and the nationwide banks, it is clear that the ATM strategy
has become the effective management strategy for the former banks, but for
latter ones it is not to become effective. In addition, it is not clear that the
branch strategy contributes on management performance for all banks. Fur-
thermore, it is clear that only the local banks have positive effect of the main
area which they expand the business.
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1 はじめに

竹村 (2006)では、情報システム資産においてソフトウェア資産の経済効果が正となり、またコ
ンピュータ関連機器の経済効果は非正であることが確認されている。しかしながら、金融ビッグバ

ン以後、日本の銀行は金融市場で生き残りをかけて、様々な経営戦略を繰り出している。これは多

様化する顧客のニーズに対応するべく、様々な金融デリバリーチャネルを開拓していることからも

うかがえる。本稿では、ATMと店舗に注目して議論を行っていく。この 2つの経営戦略を取り上
げた理由としては、情報システムを駆使したものであることがまず挙げられる。なお、デリバリー

チャネル戦略の詳細については次節にて述べる。次に、これらの戦略を統計解析でもって分析した

研究がほとんどないことも理由の一つである。これらが行われていないのは、ATMや店舗に関す
るデータが正確に整備されていないことが考えられる。

ATM戦略と店舗戦略について論じているものとして、杉村 (1999)やNagaoka, Ukai and Take-
mura (2005)等がある。これらの研究はデリバリーチャネル戦略の有効性について論じているだけ
で、統計分析を行うに至っていない。

また、金融機関の店舗戦略を立地行動の立場から研究を行っているものとして、高林 (1997, 1999)、
家森・近藤 (2001)や家森 (2003)等がある。
高林 (1997)は金融機関の店舗立地行動そのものを中心に分析しており、都市銀行の店舗は経済

力の強い地域に集中しているのに対して、地方銀行や郵便局の店舗は全国に分散していることがタ

イル尺度という統計的手法によって明らかにされている。また、高林 (1999)では都道府県別の各
金融機関店舗数と人口および面積の回帰を行い、郵便局に関しては人口と面積の両方が正の説明要

因になっていることを見出している。

家森・近藤 (2001)は都道府県を行動主体として、1965年から 1996年までの金融機関の店舗政
策について、特に民間金融機関（都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、長期信用銀行、信託銀行、

信用金庫）と公的金融機関（郵便局）の間の相互関係に注目して店舗設置関数を用いて分析を行っ

ている1) 。また家森 (2003)では行動主体を愛知県の市区町村のレベルを変えて、同様の分析を試
みている。その結果、民間の店舗設置関数と郵便局の店舗設置関数とは異なっていること、地域に

よって店舗設置行動が異なることを指摘している2) 。そして、ATMを用いた分析の必要性につい
ても最後で言及している。

いずれの研究においても、消費者に対する金融サービスの提供拠点としての側面から金融機関店

舗の配置が分析されている。しかしながら、店舗戦略や ATM戦略の有効性を考えるのであれば、
行動主体は地域ではなく、金融機関を考えるべきであり、また個票データでもって分析を行うべき

である。そこで、本稿では行動主体を銀行として経営パフォーマンスと各戦略の関係について分析

する。竹村 (2006, 2007a)では生産関数に営業店舗数を導入した分析を行っている。その結果、営
業店舗数の正の経済効果が確認されている。この推計結果も考慮して、本稿では店舗戦略とATM
戦略に補完性が存在するかの有無についても同時に分析する。

本稿の構成は以下の通りである。次節で銀行業における店舗戦略と ATM戦略の概要を述べる。
第 3節において簡単なモデルを示す。第 4節ではデータセットと推計手法の説明を与え、第 5節で
その推計結果を示す。そして、最後の節にてまとめを与える。

1) 彼らは、民間金融機関が収益性原理に基づいて店舗を展開しているのに対して、郵便局はそれとは異なった原理（ユ
ニバーサルサービス）に基づいて店舗を展開していることを指摘している。

2) 家森・近藤 (2001) や家森 (2003) は Avery, et al. (1999) や Figlio and Genshlea (1999) をもとにしてこの研究を
試みている。また同様の研究として、松浦・橘木 (1991) や吉野 (1998) などもある。
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2 デリバリーチャネル

経済のグローバル化やボーダレス化が進む中、日本において 1990年代後半に日本版金融ビッグ
バンが始動した3) 。この金融改革は国内外の金融市場を劇的に変化させた。実際に、1990年代後
半には日本の銀行の不倒神話は崩壊し、他業種から金融市場へ参入も盛んに行われるようになっ

た。金融市場で生き残っていくためには、例えば、潜在的顧客ニーズの発掘、新たな成長市場の発

掘とそこへの資源投入の強化、低コストのデリバリーチャネルの開発、顧客別収益管理の徹底等が

必要とされる。その際、新たな ICTを経営戦略に取り入れた動きが見られる。実際、ICTの進展
によって顧客ニーズに対応した多様な金融デリバリーチャネルが確立された。銀行は、様々な顧客

のニーズに応えられる複数のチャネルを用意しておかなければ、多様化する顧客を確保することは

困難となりつつある。

以下では、店舗と ATMの 2つのデリバリーチャネルについて簡単にその戦略を説明する。な
お、金融デリバリーチャネルについては、杉村 (1999)やNagaoka, Ukai and Takemura (2005)が
詳しいので参照されたい。

2.1 店舗戦略

銀行法によって、銀行における営業店舗は、本店、支店、出張所の 3種類に区分される。このう
ち出張所は本店や支店に従属して比較的小規模な範囲での業務をおこなう施設とされている。出張

所としては一般の出張所以外に、機械化店舗、消費者金融店舗、移動店舗、臨時店舗、店舗外預金

自動設備、ポータブル端末などがある。このような枠組みを超えて、近年、各銀行は機能上独特の

店舗の設置を進めている。その形態はインストアブランチ、インブランチストア、機械化店舗（マ

ルチメディア店舗）や共同店舗のように多様化している。その背景では、ATMや ACM等の各種
端末機器をはじめとする膨大な情報システムへの投資が行われている。なお、現在の営業店の一般

的な特徴は、ATMやネットバンキングにより、単純取引はシステムに吸収され、また事務処理は
集中センターや EBにより削減されている。こうした流れの中で、スリムな機能特化型店舗が増加
しつつある。とくに小型店舗網の拡充に努める銀行が増加している。

2.2 ATM戦略

ATMの利用者が増加し、すでに店頭来店顧客の 70%を越すような状態になっている。このため、
銀行は営業店にATMの設置台数を増やし、待時間の短縮や利便性の向上に努めている。しかしな
がら、競争優位のために無差別に増やす独自のATM網の展開には、費用対効果の観点から、限界
がある。こうした状況下で、低コストで顧客サービスの向上に資する方法として種々の工夫や提携

がなされるようになった。これらの提携により銀行業、さらに金融業全体のATM利用網の拡大が
進み、独自の ATM網の拡大戦略が見直される傾向にある。

3 モデル

本節では、デリバリーチャネルの中でも店舗とATMに注目して、これらと経営パフォーマンス
の関係を分析していくための簡単なモデルについて説明を与える。そのために、民間金融機関を対

3) 英国で行われた証券市場改革がビッグバンと呼ばれたことを受けて、一連の日本的な金融制度改革を日本版金融ビッ
グバンと呼んでいる。日本版金融ビッグバンの詳細については、アンダーセンコンサルティング金融ビッグバン戦略本部
(1999) や戸矢 (2003) などを参照されたい。
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象にモデリングを行う4) 。なお、行動形態の異なる公的金融機関である郵便局等は取り扱ってい

ない。

前節で見たように、各銀行は営業店舗数やATM台数を調整することでもって、顧客を確保して
利潤最大化もしくは経営パフォーマンスの向上を目的に行動している。これは家森・近藤 (2001)
や家森 (2003)からも明らかである。
利潤を含む経営パフォーマンス指標とデリバリーチャネルを含む経済・経営要因の関係は以下の

式で表現することができる。

yi = g(xi, zi) (1)

ここで、yiは銀行 iの経営パフォーマンス指標、xiは店舗数やATM台数をはじめとするベクトル
を表している。また、zi はその他の要因のベクトル（業態や地域特性、銀行の規模）を表してい

る。なお、関数 g : �n+m → �は準凹性（quasi-concavity）を満たすと仮定する。具体的な関数形
については、第 4.2節で与える。
もし、店舗戦略とATM戦略の間に相互補完性があれば、式 (1)において gjk > 0が成立する5) 。

ただし、xij と xik はそれぞれ店舗数と ATM台数を表している。
また、店舗に関しては支店（本店を含む）と出張所、ATMに関しては店内 ATMと店外 ATM

にそれぞれ大別することができる。前節でも述べたように、それぞれ経営パフォーマンスへのイ

ンパクトは異なる。式 (1)でもってすれば、店舗戦略とATM戦略の関係と同様に、個々の効果を
チェックすることができる。

その他要因として、本稿では業態や地域特性、銀行の規模を表すものを考える6) 。

式 (1)を用いることによって、各銀行が行っている店舗戦略とATM戦略の有効性を検証するこ
とができる。これは竹村 (2006)においてコンピュータ関連機器への投資額という尺度でその経済
効果を測定するものでなく、具体的に ICTを用いた経営戦略と経営パフォーマンスの関係を見て
いくことができるといった特徴がある。

4 データセットと推計手法

本節では、推計に用いるデータセットと推計手法について説明を与える。

4.1 データセット

データセットとしては、独自に日本金融通信社が毎年刊行している『ニッキン資料年報』（2000
年度から 2003年度）からデータを収集し、著者が構築した各銀行の個票データを利用している。
なお、サンプル数については、表 1の通りである7) 。

表 1では第二地方銀行の数が年々減少傾向にあることがわかる。地方銀行の数は破産、合併や新
規上場といった理由で、都市銀行と同様にその数はそれほど変わっていない。なお、その他銀行と

は信託銀行や長期信用銀行等を指している。

様々ある経営パフォーマンス指標の中でも、特にデリバリーチャネル戦略に関連する指標（預

金、個人預金と業務純益）を用いる。また、デリバリーチャネル指標として店舗数（ただし国内に
4) なお、本稿では行動形態の異なる公的金融機関である郵便局などは取り扱っていない。
5) gj は ∂yi/∂xij、また gjk は ∂2yi/∂xij∂xik を表している。
6) パネルデータ分析を行うことによって、各銀行の企業特性をとらえることができる。しかしながら、本稿ではそれを
行わない。これについては、今後の課題としたい。

7) 分析において欠損値があるなどの理由で若干サンプル数が異なることもある。その場合、その都度ことわりを入れる
ことにする。

5



表 1: 分析に用いられる銀行数

　全銀行　 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 　その他　

2000 142 9 64 58 11
2001 138 7 64 56 11

2002 136 7 64 55 10

2003 131 7 64 50 10

限定する）およびATM台数を用いる。その他の指標として地理的な要因を考慮した地域と銀行の
規模を表す従業員数を用いる。

以下、これらの指標について推計で用いる具体的な変数の説明を与えていく。

4.1.1 経営パフォーマンス指標

様々ある経営パフォーマンス指標の中でも、特にデリバリーチャネル戦略に関連する 3つの指標
（預金、個人預金および業務純益）を用いることにする。

預金 銀行の預金というものは、当座預金、普通預金，貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積立

金およびその他の預金で構成されている。そして預金は負債の中でも最も大きなウェイトをもつ勘

定である。

なお、預金の平均は中央値の 2倍以上の開きがあり、また年々増加傾向にあることが確認されて
いる。

個人預金 預金者によって預金残高が有価証券報告書の参考項目などに記載されている。ATMを
利用するのが法人よりも個人であることを考えると、預金の中でも個人預金を経営パフォーマンス

指標と考えることにも妥当性があるといえる。

個人預金も預金と同様に、平均と中央値には 2倍以上の開きがあり、また中央値に関しては年々
増加傾向にある。しかしながら、その平均に関しては特徴的な傾向は見られない。

業務純益 銀行で一般企業の売上総利益に相当するものが業務粗利益と呼ばれるものである。業

務粗利益は、銀行の本業での収益と費用の差額（収支）で、控除前の粗利益を表している。これか

ら物件費などの経費や一般貸倒引当金繰入額を差し引いたものが業務純益と呼ばれるもので、これ

は一般企業の営業利益に相当する。

平均は中央値の 3倍以上の開きがあり、また年々増加傾向にあることが確認されている。また、
2001年以降、業務純益が負となっている銀行が数行存在することもわかっている。

4.1.2 デリバリーチャネル指標

デリバリーチャネル指標として、本稿では店舗数（ただし国内に限定する）、代理店数および

ATM台数の 3つを用いる。
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国内店舗数 店舗には、本店、支店と出張所がある。なお、国外にも支店および出張所が存在する

が、本稿では国内に限定する。この他にも、代理店と呼ばれるものが存在し、本稿では、本支店、

出張所、代理店でもって推計を行う。

本支店数の平均値はわずかながら年々減少傾向にあるが、その中央値は 81～84と増減はほとん
どない。一方で、出張所と代理店数についてはわずかながら増加傾向にあり、人員のスリム化を計

ろうとしていることがこのデータからわかる。また、店舗数（本支店数、出張所および代理店）は

広く分布していることもわかった。これは都市銀行とその他の銀行の違いによるものである。

ATM台数 ATMには、店舗内に設置されている店内 ATMと、それ以外に設置されている店外
ATMが存在する。ただし、店外 ATMにはコンビニ ATMは含まれていない。

ATM台数の平均と中央値は約 150～300の開きがあり、また標準偏差も大きなものとなってい
る。また、店外ATMの平均および中央値は年々増加傾向にあることがわかる。一方で、店内ATM
は年々減少傾向にあることがわかった。

なお、近年のメガバンクの合併吸収により、ATM台数の最大値は 2002年度には 10619台（都
市銀行）となっている。一方で、ATM台数の最小値は約 23～28（地方銀行・第二地方銀行）とそ
れほど増減はないものとなっている。

4.1.3 その他の指標

その他の指標として、地理的な要因を考慮した地域および銀行の規模を表す従業員数の 2つを用
いる。

地域 顧客の確保を考えると、営業展開する主要エリアの特性を考慮する必要がある。本稿では大

都市圏であるか否かといった最も簡単なデモグラフィック変数を定義する。具体的には、関東圏お

よび近畿圏を大都市圏とし、それ以外の地域を地方都市圏とする8) 。なお、銀行の本店の所在地に

よってこの変数の値を与えている9) 。なお、大都市圏には 1を、地方都市圏には 0を割り当てて
いる。

従業員数 本稿では銀行の規模を表す変数として従業員数を用いる。

従業員数の平均値は年々減少傾向にあり、この 4年で約 270人減っている。中央値に関しては
1600～1660人となっており、平均値に比べると約 700人少ないものとなっている。また、従業員
数の標準偏差はかなり大きく、広く分布していることがわかった。この意味においても、従業員数

は銀行の規模を表す変数として妥当的であるといえる。

4.2 クロスセクション分析

本稿ではクロスセクション分析を行う。クロスセクション分析の優れた点としては、銀行のよう

な実質化の難しい変数の多い産業の分析において変数を実質化せずに使える点が挙げられる。それ

ゆえにクロスセクションデータによって分析はその問題を回避することが可能となる。

8) 県内総生産や人口などの経済変数でもってデモグラフィック変数を厳密に定義する必要があるが、それは今後の課題と
したい。

9) 地方銀行や第二地方銀行に関してその本店の所在地を中心に店舗展開を行っている傾向が強いということをもとに作
成しており、妥当性があると考えられる。
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式 (1)を特定化し、さらに誤差項を加えた

ln Yi(t) = α + βBR lnXi,BR(t) + βATM ln Xi,ATM (t)

+γAREAAREAi + γEMP lnEMPi(t) + εi(t) (2)

ln Yi(t) = α + βBR lnXi,BR(t) + βATM1 lnXi,ATM1(t)

+βATM2 ln Xi,ATM2(t) + γAREAAREAi

+γEMP ln EMPi(t) + εi(t) (3)

でもって推計を行っていく。ここで、 Yi(t)は t（t = 2000, . . . , 2003）期における銀行 iの経営パ

フォーマンス指標、Xi,BR(t)、Xi,ATM (t)、Xi,ATM1(t)とXi,ATM2(t)は順に店舗数、ATM台数、
店内ATM台数、店外 ATM台数を表している。また、AREAi は銀行 iがもつ地域変数（経営展

開している主要エリアの特性）、EMPi(t)は従業員数を表している。

5 推計結果

前節でも言及したように、各変数の基本統計量に関する記述からデータにばらつきがあることが

わかる。このデータのばらつきは業態の特性によって生じていると考えられる。そこで、本稿では

大別して、表 1にある地方銀行と第二地方銀行をもう一つのグループとし、また都市銀行とその他
銀行を一つのグループとして、次節で個々に推計を行っていく10) 。

表 2から表 7において CASE 1と CASE 2とある。CASE 1は式 (2)でもって推計した結果、ま
た CASE 2は式 (3)でもって推計した結果をそれぞれ示している。

5.1 地方銀行・第二地方銀行

表 2には経営パフォーマンス指標として預金を用いた時の推計結果が示されている。同様に、表
3と表 4はそれぞれ経営パフォーマンス指標として個人預金と業務純益を用いた時の推計結果を示
している。

まず、いずれの経営パフォーマンス指標の場合でも、F 値は大きく、全ての係数パラメータが同

時に 0になるという帰無仮説は統計的に見ても 1%水準で有意となっている。
次に、デリバリーチャネル指標に注目して推計結果を見ていくと、店舗数は経営パフォーマンス

指標にほとんど影響を与えていないことが確認できる。表 4において統計的に有意な結果が得られ
ているが、いずれの係数パラメータ β̂BR も負となっている。一方で、ATM台数の係数パラメータ
β̂ATM に関しては表 4の 2000～02年度は統計的に有意な結果は得られなかったものの、それ以外
のケースにおいてはいずれも正の値をとっていることがわかる。また、ATM台数を店内ATMと
店外ATMに分けた場合（各表におけるCASE 2）、前者の係数パラメータ β̂ATM1は経営パフォー

マンス指標が業務純益であるものを除き、正の値をとっているが、後者の係数パラメータ β̂ATM2

はいずれの経営パフォーマンス指標でもってもほとんど営業を与えていない。

このことから、地方銀行や第二地方銀行にとってATM戦略は経営戦略として有効であるといえ
るが、店舗戦略はそうでないということがわかる。特に、店内ATM台数の充実が経営パフォーマ

10) 業態を考慮したモデルと全てのサンプルを用いて推計を行った結果、安定的な結果が得られなかった。そのため、本稿
ではこれらを分けて推計を行っている。また、Nagaoka, Ukai and Takemura (2005)、村上・竹村 (2005)や竹村 (2006)
でも指摘されているように、都市銀行の行動と地方銀行の行動および経営戦略には違いがあることを踏まえても、両者を
分けて推計する必要がある。
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表 2: 推計結果 I（預金）
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表 3: 推計結果 II（個人預金）
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表 4: 推計結果 III（業務純益）
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ンスの向上に寄与することが推計結果から確認できる。一方で、ATM戦略でも店外 ATM台数の
充実はこの推計結果から必ずしも有効であるとは言えない。

最後に、その他の指標についても見てみる。その結果、デモグラフィック変数である地域の係数

パラメータ γ̂AREAは多くのケースで正の値をとっており、このことから営業展開する主要エリア

の特性が経営パフォーマンスにも影響を与えていることがわかる。同様に、従業員数の係数パラ

メータ γ̂EMP もほぼ全てのケースで正の値をとっており、経営パフォーマンスへ寄与しているこ

とが確認できる。

5.2 都市銀行・その他銀行

表 5には経営パフォーマンス指標として預金を用いた時の推計結果が示されている。同様に、表
6と表 7はそれぞれ経営パフォーマンス指標として個人預金と業務純益を用いた時の推計結果を示
している。なお、表 5から表 7において 2002～03年度の γ̂ATM は地方都市圏に該当する都市銀行

が存在しなかったために、推計には用いていない。

いくつかの推計結果を除き、全ての係数パラメータが同時に 0になるという帰無仮説は統計的に
見ても 1%水準で有意となっている。以下、統計的に有意な推計結果を用いて分析を進める。
デリバリーチャネル指標に注目して推計結果を見ていくと、店舗数の係数パラメータ β̂BR に関

しては統計的に有意となっていない、もしくは統計的に有意であってもその値は負となっている。

つまり、店舗数は経営パフォーマンス指標に影響を与えていない、もしくは影響を与えたとしても

それは負となっていることがわかる。また、ATM台数の係数パラメータ β̂ATM に関しても、いく

つかのケースを除いて統計的に有意な結果が得られなかった。特に、経営パフォ－マンス指標とし

て業務純益を用いた場合、統計的に有意でありながら負の値をとっているものもあり、結果が安

定的でないことがわかる。地方銀行・第二地方銀行の時と同様に、ATM台数を店内ATMと店外
ATMに分けた場合（各表における CASE 2）、いずれの推計結果も統計的に有意な結果が得られ
なかった。

このことから、都市銀行や信託銀行などのその他の銀行にとって店舗戦略もATM戦略も経営戦
略として有効といえないことがわかる。これは地方銀行や第二地方銀行の推計結果とは異なったも

のとなっている。特に、都市銀行は地方銀行に比べると膨大な不良債権処理などの問題に直面し、

また 21世紀の到来とともに、相次いで誕生したメガバンクの存在からもわかるように、店舗縮小
や人員削減といったリストラの進めたためにこの結果が安定的なものとなっている可能性もある。

しかしながら、都市銀行は地方銀行に比べると規模をともなう経営戦略を行うために非効率性が生

じており、それがこの結果に表れているという見方もできる。

最後に、その他の指標についても見てみる地域の係数パラメータは地方銀行において多くのケー

スで正の値をとっているが、都市銀行においていずれのケースも統計的に有意な結果は得られてい

ない。つまり、地方銀行にとっては営業展開する主要エリアの特性が経営パフォーマンスにも影響

を与えているものの、都市銀行にとっては営業展開するエリアは特に経営パフォーマンスの向上と

は直接関係ないことがわかる。また、従業員数の係数パラメータについては、ほぼ全てのケースで

正の値をとっており、経営パフォーマンスへ寄与していることが確認できる。
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表 5: 推計結果 IV（預金）
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表 6: 推計結果 V（個人預金）
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表 7: 推計結果 VI（業務純益）
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6 まとめ

本稿は、経営パフォーマンスと経営戦略を定量的に分析することを試みた。具体的には、銀行の

デリバリーチャネル戦略の中でも店舗戦略とATM戦略に焦点を当て、デリバリーチャネル戦略と
経営パフォーマンスの関係をクロスセクション分析により明らかにした。その結果、地方銀行と都

市銀行とを区別した場合、前者にとってATM戦略が有効な経営戦略になっているが、後者にとっ
てはかならずしも有効となっていないことがわかった。また、店舗戦略に関しては、いずれの業態

であっても、経営パフォーマンスへの寄与はほとんどないことがわかった。この結果から、両者に

は必ずしも補完関係は存在しないと結論付けることができる。さらに、営業展開する主要エリアの

特性についても分析した結果、地方銀行のみその影響が表れることがわかった。それゆえに、銀行

といえども、業態や地理的な条件等の違いによって経営戦略を策定する必要があることといえる。

同時に、従業員数については業態を問わず、ほぼ全てのケースで経営パフォーマンスに正の影響を

与えていることが明らかになった。

本稿の推計の結果を踏まえると、竹村 (2006)においてコンピュータ関連機器の生産性効果は確
認されなかったと主張しているが、経営戦略の側面からとらえると、経営パフォーマンスに情報シ

ステム投資は正に寄与しているといえる。ただし、都市銀行については情報システム資産への過剰

投資の可能性を否めないと結論付けられる。

最後に、今後の課題について述べる。本稿のデリバリーチャネル指標において主としてストック

の概念でもって推計をおこなっていたが、これはフローの概念でもって定義することもできる。そ

うすることでクロスセクション分析ではなく、パネルデータ分析をおこなうことが可能となる。そ

のためにも、この種の個票データを蓄積し、データベース化する必要性があるといえる。また、鵜

飼・竹村 (2001)、Takemura, Watanabe and Ukai (2005)や竹村 (2007b)の市場価値モデルや、生
産関数モデルにこれらの経営戦略を組み込んだモデルの構築を行っていきたい。

本稿で試みたような経営戦略を定量的に分析するといった研究は今までほとんどなかった。その

意味において、本稿は経営戦略を定量的に分析する可能性を示すことができ、この種の研究の一助

になることを祈る。

追記

本稿は、文部科学省の科学研究費補助金交付課題「情報のユビキタス化による組織構造の実証研

究」（課題番号 19330056・基盤研究 (B)・研究代表者 鵜飼康東）の研究成果である。
また、本稿は 2007年 6月 24日の新潟国際大学に於ける第 54回日本情報経営学会全国大会で発

表した「銀行業におけるデリバリーチャネルの有効性－店舗戦略とATM戦略の経済分析－」を加
筆修正したものである。討論者である渡辺昇氏（株式会社HWC・代表取締役）とセッションの司
会である八鍬幸信氏 (札幌大学経営学部・教授)から有益な助言をいただいた。また、鵜飼康東氏
（関西大学ソシオネットワーク戦略研究センター・センター長）、長岡壽男氏（関西大学ソシオネッ

トワーク戦略研究センター・委嘱研究員）および江良亮氏（山形県立産業技術短期大学校庄内校国
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